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After the 20]] Great East Japan Earthquake， it is becoming important to consider 

the influence by tsunami flotsam colliding with an important structure. AIso， the 

col1ision analysis method is being received much attention. However， practical 

applications of the collision analysis have not been investigated yet. Therefore 

the purpose of this study is to develop and evaluate a collision analysis method 

capable of simulating the phenomenon to which large flotsam collides with an 

important structure like the long-span bridge， particularly damaged in mega 

earthquakes. Moreover， the marginal size of tsunami f10tsam which can avoid 

collapse to an object bridge is computed using this method. 
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1. はじめに

著者らは，東北地方太平洋沖地震において発生した津

波の漂流物による被害を背景に，文献 1)(以下，前論文

と記述する)において数値解析を用いた大型漂流物と長

大橋梁の衝突シミュ レーションを実施し，その解析手法

を提案してきた東北地方太平洋沖地震では地震津波に

よって海岸施設の破壊や橋梁流出といった直接的被害

のほかに，漂流した船舶やコンテナが構造物に衝突した

二次的被害も甚大で、あった.前論文ではこのような二次

的被害がP 大型タンカ一等が多く入港する 日本の主要港

湾において発生した場合の構造物被害の拡大化を想定

して，大型船舶と長大橋梁の衝突を津波伝播解析と橋梁

全体系の衝突解析による解析シミュ レーションを実施

している.さ らに3 漂流物を想定した限定的なケースス

タディだけではなく，弾塑性FEMシェノレ要素を用いた

プッシュオーバー解析によって求めた被衝突部位の耐

荷力が，最大衝突力となるような漂流物算定方法も含め

た一連の角勃庁手法を提案している.

2012年3月に道路橋示方書が改定となり， V而援設計

編 2)では基本方針に津波に関する新たな条文が追加され，

レベル2地震動のブ。レート境界型(タイプ 1)に関連す

る部分が大幅に修正されている.これは東北地方太平洋

沖地震における被害から 3 東海地震，東南海地震，南海

地震のプレート境界型大規模地震の耐震設計への影響

が見直されたためである.地震動については標準加速度

応答スペク トノレの最大値が地盤種別毎に 1.2'"'--2.0倍と

大きくなっており3 地域別補正係数は太平洋沿岸地域で

新たに CI Z (= 1.2) 区分が制定された.これにより， 血

種地盤では橋梁の固有周期のすべての周期帯において

改定前道路橋示方書 3)の規定より も差が大き くなること

になる.そこで本論文では，前論文では検討していなカ

った地震による構造物被害も考慮して，津波によって漂

流した大型船舶が，湾岸沿いの長大橋梁へ衝突する挙動
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図・1 本論文の震源断層から長大橋梁までの全体系における

複合現象を樹疑する検討フロー

および構造物への被害を数値シミュレーションによっ

て定量的に明らかにするものである.ここで，地震応答

解析で用いる地震動は震源断層を考慮、して，衝突する漂

流物挙動を決める津波特性を算定するための津波伝播

解析と同じ断層パラメータから作成するものとする.つ

まり，同一震源断層による地震動と津波の作用を全体系

における複合現象としてとらえ3 偶発作用における長大

橋梁の被害を評価するものであり，その手法を提案する.

津波による漂所劫と構i蓋物の衝突に関する研究は，漂

流物挙動を表現するモデル化も含めた数値解析および

水理模型実験ならびに漂流物衝突力の算定方法など数

多い 4)-6)ものの3本論文で想定しているような長大橋梁に

対して地震による損傷ム津波による大型漂流物の衝突

といった複合現象を対象とした研究は著者らが知る範

囲では見当たらない.

なおp 本論文において前論文と同様の箇所については

要約して述べている.
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津波によって漂流した大型船舶が地震の被害を受け

た長大橋梁に衝突する数値シミ ュレーションを行うた

めに3 震源断層から長大橋梁までの全体系における複合

現象の評価を次のような手)1慎で、行った(図-1). 

(め対象橋梁は大阪湾東側湾岸沿いに架橋していると

仮定して，図-2に示すような橋長 1，000m 

(250+500+250)のま潤斜張橋を想定した.水面から船

舶船首の衝突範囲中心までの高さが 11.3m，主塔

基部高さがT.P.+1.0 m，津波高さが後述する図・6(a)

より約 2.7m であるため，漂流物である大型船舶

は主塔基部から 13mの位置へ衝突するものとし

た.

(b)南海トラフの巨大地震モデル検討会 ηにて提示さ

れた津波波源モデルを参考に作成した4連動地震

を波源モデルとした非線形長波理論による津波伝

播角科斤を実施する

(c)津波伝播角材庁によって得られた鋼斜張橋の架橋位

置における流速および流向を，津波によって漂流

した大型船舶の衝突時速度およびj脳釘突部材であ

る主塔への衝突角度とする.

(d)衝突における運動量を力積の正規分布形とした力

の時刻歴波形(以下，カ波形)として算定する.

このとき，大型船舶は主塔の耐荷力相当の最大衝

突力となる質量をもつものを想定する.

(e)上記(b)で想定した波源モデルをもとに，短周期工

学基盤波を統計的グリ ーン関数法，長周期工学基

盤波を岡IJ性マトリックス法で計算して重ね合わせ

る広帯域ノ¥イブリッド法によって工学基盤波を求

札等価線形法(S比吐くE)により地震応答解析に用

いる地表面の地震動を作成する.

(りファイパー要素 8)で、モデ、ノレ化した鋼斜張橋の橋梁

全体系モデルベe)で求めた地震動を入力する複合

非線形動的応答解析 9)を実施する.

(g) (りの地震による損傷状態を引き継し¥だ構造べd)で

求めた力波形を入力する衝突解析(弾塑性有限変

位角特別を実施する.

ここで¥衝突角勃庁における重要な要素は，衝突速度，衝

突角度，衝突力，衝突時間である.衝突速度，衝突角度

については(c)に示す通り， (b)の樹皮伝播解析の結果を用



表ーi 想定地震の断層パラメータ

および地震規模

断層 断層 断層
モーメント
マゲニ

地震の 断層帯 長さ 幅 面積
チュード

種類 位置
L 1ν S 

Mw 
(km) (km) (km

2
) 

東海 115 82 9.400 8.2 
地震

南海トラフ 東南海 174 91 15.800 8.4 
地震 地震

南海 295 125 37.000 8.8 
地震

日向灘 北部 64 48 3.082 7.7 
プレート間

地震 南部 75 54 4.079 7.8 

4連動地震 . 9.0 

表-2 津波伝播角特庁条件

'項目 内容

計算格子 領域A 2430m (510x300) 
間隔 領域B 810m (417x300) 

領域C 270m (408x327) 

領域D 90m (471x336) 

領域E 3印.n(363x237) 

領域F 10m (624x426) 

基礎方程式 非線形長波理論

沖合境界 領域Aで自由透過
条件 各領域間は水位 ・流量を接続

海底摩擦 Manning の粗度係数=0.025

陸側境界条件 すべての領域で遡上境界

初期波形 Mansinha and Sm) lie 

地形データ ETOP02.
j
， MIRC-JTOP030ペ海底地

形デジタルデータM7000・3，国土地理

院ダウンロードメッシュデータ"
※各領域格子間隔に内挿して使用.

潮位条件 T.P.+0.9m 

計算時間間隔 .ot=O.]s 

計算継続時間 地震発生から6時間

叶 :NOAANational Geophysical Data Center 

勺:日本近海30秒グリ ッド水深データ

*3:財団法人日本水路協会 近海等値線データ

牢4:国土地理院基盤地図情報10m，5mメッシュ

るが，衝突力，衝突時間については衝突する船舶規模

の想定によって様々な結果をもたらすため，想定した条

件に依存した極めて限定的な解となってしまう.そこで

本研究では， (d)に示す通り，入力する衝突力は被衝突部

材である主塔の耐荷力と同じ最大衝突力を与える力波

形としたなお，主塔の耐荷力は，被衝突部材を積層シ

ェル要素で、モデ、ノレ化して，衝突方向に漸増載荷した静的

弾塑性有陵変位角勃庁によって求めた.

また，衝突角材庁における，地震による構造物被害の影

響は， (g)の初期状態においてので、地震後十分に振動が収

まった時刻の全部材の状態量。芯力3 変位等)を引き継

ぐことで考慮している:

図・3 津波伝播解析の計算範囲(領域A-F)

3. ;~見流物の衝突速度および衝突方向

3.1 津波伝播解析

漂流物の衝突速度および衝突方向は架橋付近に着目

した非線形長波理論による津波伝播解析によって算定

した.

(1 ) 解析条件

南海トラフの巨大却援モデル検討会 η(以下，中央防

災会議)が20日年 12月27日に中間取りまとめとして発

表した津波波源モデルを参考にして，東海地震，東南海

地震，南海地震，・日向灘プレート問地震の4連動地震

(Mw=9.0，ここに， Mw:モーメン トマグ、ニチュード)

を想定した波源モデルを用いて津波伝播解析を実施し

た想定した4連動地震の断層パラメータおよび地震規

模を表・1に示す.

樹皮伝播解析の解析条件を表・2に示す.解析領域は図

-3の領域A-Fのように，想定した架橋位置の大阪湾に着

目して，最小計算格子幅は 10mの6段階多層メッシュ

構成とした地形データは財団法人日本水路協会，国土

地理院から提供される地形データ等のデ、ジタノレデータ

を各解析領域格子間隔に内挿して作成し，海底摩擦は

Manningの粗度係数として 0.025を用いた.漸皮伝播解

析は，想定した波源モテ、ルから Mansinhaand Smylieの方

法 10)によって計算される海底地盤変動を海面の初期水位

変動として， 2次元浅水流モデノレを差分法に基づ、く非線

形長波理論で、行った.計算時間間隔は0.1s，計算継続時

間は地震発生から 6時間としたまた，計算には対象橋

梁付近の台風潮朔望平均満潮位T.P.+0.9 m(O.P. +2.20 m) 

を考慮している.

(2) 解析結果

波源モデノレから計算された地震直後および地震発生

30分後の水位変化コンター図を図4に示す.30分後に

は太'f洋から大阪湾へ通じる紀伊水道から紀淡海峡に

かけて津波が到達している.また，大阪湾内では，津波

は地形との反射により複雑な波高分布を示した



最大新漣時の水位変化コンター図と

対象橋梁付近の溺塞ベクトノレ図
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対象橋梁付近の津波応答時刻歴波形

中央防災会議報告の最大津波高さが沿岸地点を抽出し

たもので，本角勃庁の抽出地点と異なることが挙げられる.

確認のために，本角特庁で中央防災会議報告と同様に此花

区近辺の沿岸の最大津波高さを抽出したところ，中央防

災会縦長告に近い約3.5mが言己録されている場所もあっ

たさらに中央防災会議報告で示されている 1m到達時

刻も比較的一致(中央防災会議報告では90・120分，本解

析では 104分)していることがわかった.これらのこと

から，本角平析で想定した津波被害は，中央防災会議の想

定とほぼ同程度と考えられる.

図-6

3.2 '漂流物の衝突速度および衝突方向

最大流速時の大阪湾の水位変化コンター図と対象橋

梁付近の流速ベクトノレ図を図・5に示す.図に示している

着目した浴室ベクトノレ位置の津波高色合成流速(東西

成分流速と南北成分流速の合成成分の流速)，流向の時

刻歴波形を図るに示す. ことに，図-6(c)に示すすし向は北

方向から右回りに正をとった角度としている.対象橋梁

の第一波は約 90分後に到達し3 最大津波高さは 114

分後に 2.702mを記録(図・6(a)) した合成流速で 109

分後に最大流速 1.14mJsを言改ま(図-6(b))し，その時の

流向は30.ア (図-6(の)で、あった得られた最大浦塵1.14

mJsで漂流物は流向と同じ方向で衝突するものとする.

また，対象橋梁の架設方向は 150
0

としているため，大

型船舶の衝突角度は橋梁に対して 60.7 となる(図・7).

なお，中央防災会議の報告については2012年 8月29

日の発表が現在最新であり，その報告では対象橋梁付近

の大阪市此花区の最大津波高さは4mとなっている.本

解析結果の対象橋梁付近最大津波高さはそれよりも約

1.3 mイ尽くなっているように見えるが，この要因として，



図・7 大型船舶の衝突位置と衝突角度
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4.衝突解析に用いる力波形

4. 1 衝突力のモデル化

大型船舶の衝突によって生じる荷重を力波形として

構i鎖吻に入力する.カ波形は，衝突によって大型船舶は

完全に停止して，失った運動量は主塔に作用した力積に

等しいと仮定し3 衝突時間dの半分を最大とする正規分

布形とした衝突時間dの大型船舶の運動量の積分はお

(ここに， σ:標準偏差うを採ることで衝突現象全体の力

積と 99.73%一致する.大型船舶の質量111と津波伝播解

析によって得られた満室 νを用いて，時間 tの関数とし

て力波形尺のを整理すると次の戎1a)ようになる.

(1-μ? 
111 V 、
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図・9 FEMシェノ清朝汗より得られた荷重一変位曲線

dt 
μ二 E

σ= f1 (1c) 
3 

ととに， μ:平均値である.この力波形F(t)の最大値Fn聞

はt=μより，

、、，J
'hu
 

，，，、
、

_ 111ν 
一 ー

し max ~五 σ
(2) 

となる.

求めた尺0に対して，衝突前に1.0s間，波形全体が 10.0

sとなるようにゼ、ロを追加してカ波形を作成する.

4.2衝突部材が耐えうる最大漂流物の想定と最大力波

形の算定

衝突する大型船舶の大きさは被衝突部位である主塔

に対して最大の漂流物を想定し，その衝突力は構造物が

耐えうる力(耐荷力)に等しいものとした具体的には，

主塔の耐荷力を算定し，力波形の最大衝突力がその而釘苛

力(以下，最大荷重んと言己主する)と等しくすることで，

最大の漂流物(大型船舶)質量Mが考慮される.耐荷力

は図-8(a)に示すように，衝突部位付近の主塔基部から下

段水平材までの主塔下柱を局部座席が評価できる弾塑

性 FEMシェル要素でモデノレ化し3 津波伝播脅勃庁で得ら

れた衝突方向に対するプッシュオーバー解析によって

算出したそデノレ化およひミ解析手法の詳細は前論文を参

考されたい.この解析で得られた最大荷重Pm時のミーゼ

ス応力コンター図を図・8(b)に示す.前論文によると図・9

に示す通り，最大荷重Pm=163，1571剖，その時の変位dm
= 676mmが得られた漂祈劫の大型船舶の衝突位置は主

塔と同じだけ座屈変形すると仮定すると，衝突してから

停止するまでの双方の変形量の合計はんの 2倍となり，

その間，等加速度庖線運動で惇止したときの時間を衝突

時間di'とすると次のような式であらわされる.

26 45 
dt'=一一=ーV

m (3) 
v v 

戎 3)より，衝突時間 di'=2必 Sが求まる.

さらに，衝突部材が耐えうる最大漂流物質量Mは，式

。)の最大衝突力 凡開 Pmとすることで次の攻4)で求め

ることができる.
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表-3 力波形諸量

被衝突部材耐荷力 Pm kN ] 63，157 

その時の変位 dm η1 0.676 

停止するまでの距離 8 rn 1.353 

衝突速度 l' mJs 1.1 

重量 w t ]52.395 

質量 M kg 152，395.129 

衝突時間 dt' S 2.46 

平均 μ s 1.23 

標準偏差 σ 同 0.4]0 

分散 2 
" 0.168 σ 

最大衝突力 Fmax 貯J 163，]57 

力波形継続時間 ‘T s ]0.00 

Fn臨時の時刻 f s 2.23 

M =Eiσ ← 2.[2五 dm.P， =一一一一一.F←=一一一一・ーーァ土 (4) 
ν 問 酷 3 v2 

エ¥(4)より，最大漂流物質量A，f= ] 52.4 X 106 kgが求まる.

この漂流物は石油タンカーでは全長270m程度の大規模

(Suezmax)分類に相当する.

戎3)およひ判4)で、求めた最大漂流物質量 M およひ精

突時間dj'を式(1a)に代入して求めた最大力波形Fm(t)を図

・]0に示し， 力波形諸量を表-3に示す.

5. 地震応答角写析

地震による構造物被害の影響を衝突解析の初期状態

として引き継ぐために，3章の津波伝播解析で想定した

4連動地震から架橋付近のサイ ト波形を作成し，ファイ

バー要素を用いた橋梁全体系モデルへ入力する地震応

答解析を知包した

5.1 広帯域ハイブリッド法による強震動予測と地震波

作成

強震動評価手法は理論的手法，半経験的手法およひ濯

、験的手法に分類されることが多い 11) ここでは地震動予

測精度を向上させるために，短周期工学基盤皮を半経験

的手法の統計的グリーン関数法町 長周期工学基盤波を

理論的手法の剛性マトリ ックス法によって求め3 広帯域

ハイブリ ッド法による工学基盤面上広帯域地震動の合

成を行っている.得られた工学的基盤波から等価線形法

(S出 KE)により地表面の地震動を算定した.地震皮の作

成フローを図-11に示す.

②岡Ij性マ トリックス法

による長周期工学基
盤波の作成

①統計的グリーン関数

法による短周期工学
基盤波の作成

〈シ G 

v 
④等価線形法 (SHAKE)による

地表面波形の合成

図・]] 地震凌作成フロー

ミ10000
bI) 
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図・]2短周期工学基盤波の加速度応答スヘクトノレ

(統計的グリーン関紡丸 NS成分)

(1 ) 短周期工学基盤波 (統計的グリーン関数法)

地震動の短周期成分は断層媒体の不均一性の影響を

受けやすく，経験的グリーン関数法で用いるべき当該サ

イ トの適切な中小地震記録を入手することが困難であ

る.そこで本検討では， 地震と地盤の不確定性を確率論

的に予測精度向上を図った統計的グリーン関数法を用

いて短周期工学基盤波を計算した具体的には，加速度

応答スペクトルにおいて周期が約 l秒以下の領域で既往

研究成果に基づき，断層パラメータの立ち上がり時間 13)，

破壊伝播速度的およびランダム位相角 1勾をそれぞれ5種

類(平均時間の0.67倍， 0.83倍， 1.0倍， 1.]7倍， 1.33倍)， 

6種類 (0.72km/s， 0.756 km/s， 0.792 km/s， 0.828 kmls， 

0.864 knザs，0.9 km/s)， 10種類 (0'"'-'2π間)に変化させ

た合計300個の地震波を作成した.作成した地震波の加

速度応答スペクトノレから平均スペク トノレから+2σ(ここ

に，σ:標準偏差ラシフ トしたスペク トノレに最も近い波形

を選定した.作成した 3∞個の短周期工学基盤波の NS

成分の加速度応答スペク トノレと平均スペク トノレ，平均+

lσスペク トノレおよび平均+2σスペク トルの重ね合わせ

を図-12に示す.

(2) 長周期工学基盤波 (剛性マトリックス法)

長周期工学基盤皮は，運動学的断層モデルと水平成層

地盤モデルに基づいた理論的な地震動合成法である剛
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図・13 対象橋梁全体系角執行モデル図

P4 

性マトリックス法を用いて計算した.岡羽生マトリ ックス

法は，震源特性，伝播経路特性およびサイト特性をモデ

ル化し，波動方程式を離散波数法で角卒く手法であり，他

の理論的手法よりも数値計算的取扱いが容易な優位性

がある.本検討では加速度応答スベクトノレにおいて周期

が 1秒以上の領域を対象とした

(3) 全周期帯域の地震動合成 (広帯域ハイブリ ッド法)

広帯域ハイブリッド法は，短周期側は半経験的手法で

求め3 長周期側では理論的手法により計算して，両者を

重ね合わせる方法 16).切である.本検討では，求めた短周

期工学基盤波と長周期工学基盤波の1'"'-'1.2秒の接炉J司期
を中心とするマツ-チング、フィルタを用いて時刻歴波形

をフィルタ処理して合成した.合成した波形を等価線形

法(S比伯<E)により地震応答解析に用いる地表面の地震

動を求めた.

5.2 地震応答解析

(1 ) 橋梁全体系解析モデル

鋼斜張橋の解析モデルはファイパー要素を用いた橋

梁全体系モデル 8)とし，地震時の挙動を楠在に表現する

ために精微なモデル化を行った.角材斤モデル図を，骨組

み表示とファイパー断面表示を合わせて図-13に示す.

主塔および主桁はリブも含め，実状断面をファイパー要

素でモデル化し， 2次弘j配が El100のパイリニア移動硬

化員iJを設定したケーブルは細分化して中間節点に質量

を設けることにより，幾何形状によってケープ、ルのたわ

みや張力抜けが評価できるような要素でモデル化Iめした

解析には各部材の死荷重およびケーブノレ張力を載荷し

た応力状態を初期状態として考慮する.解析モデルの詳

細は文献 1)と 8)を参照されたい.以降，図・13(のに示す

方向に，橋軸方向をX，直角方向をYの記号を用いて記

述するものとする.

(2) 固有値解析および減衰の設定

同有値解析結果として3 橋軸方向および直角方向の主

(f l .~tC崎割引出3

‘・4・

L! 

y 

}割 l↑ 詰詩的

(a) ら・=4.0]s (b) Tr=3.27s 

図・14 対象橋梁の卓越振動モー ド

/ム

f'l 

橋梁の橋軸方向

可、
図-]5 入力地震波の作用方向と橋梁の関係

要モード図を図-14に示す.橋軸およO淳合直方向の卓越

振動モードは岡有周期九=4.01 s，直角方向の卓越振動

モードは固有周期 T'r= 3.27 sで、あった.地震応答解析の

減衰モデルには部材別剛性比例減衰を用いて，橋軸と鉛

直方向の卓越モード (Tx)に対応するひずみエネノレギー

比例減衰を設定した.ここで，減衰モデルに選択した卓

越モードの妥当性については地震応答解析の結果をも

って議論する.

(3) 入力地震波および解析条件

5.1節で求めたNS成分， EW成分の想定地震加速度波

形を図・15に示すように架設方向である X方向， Y方

向に展開して入力地震波とした入力地震動の加速度波

形およひ切暗度応答スペクトル (5γ線衰)を各方向の卓

越周期と合わせて図旬16に示す.入力地震波の加速度波

形は， X方向は最大391.5gal， Y方向は最大335.3galで

あり，主要動は20秒から 150秒の間程度となっている.

対象橋梁の同有周期 Tx，Tyのときの加速度応答スペクト

ノレはそれぞれ 190gal， 185 galとなっており，対象橋梁の

固有周期は入力地震波の共振周期帯の下降域に位置し

ている.入力地震波は，而長期卒析で用いられている時間

間隔と同じ 0.01秒間隔のデジタノレデータで、あり，主要動

後の波汗分改衰域を含む継続時間 300秒間 (5分間)のデ

ータとなっている.ここで，入力地震波の0.0sは地震発

生時刻であり，架設位置と 3 そこから最も近い東南海地

震の断層位置までのE鴎佐は約 160如、 s波速度 Vs=3.8

km/sから地震波到達時刻は地震発生約20秒後となって

いる.
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図・18 p2主塔頂部の2方向変位

に最大0.937rnの応答変位が発生している.ここで，動

的応答時の主要な変形状態は図・14(のに示す九の固有モ

ードに類似しており， 150 sまでの主塔頂部および主桁中

央支間 1/4点での鉛直方向，橋軸方向の応答変位時刻歴

波形のフーリエ変換からも乃の岡有周期付近で卓越し

たフーリエスペクトルが現れていたことから，入力地震

波に対する主要な振動はむ，であるといえる.このことカ

ら剛性比例減衰に選択したち，のモードは動的応答時の

振動を評価できていると言え，減衰モデノレ設定の妥当性

を確認した.

図-17において主塔頂部の Y方向変位時刻歴は入力地

震動の主要動(図同16(a))と同じ約 150s付近まで振動し

ているが，X方向は約250s付近まで振動が続いている.

図・]8はp2主塔頂部の応答変位をX方向(横軸)および

Y方向(縦軸)の2方向で表したものである.入力地震

動の主要動の範囲である Osから 150s (青線)，それから

地震動が終わるまでの ]50sから 300s (総線)，解析終了

までの300sから 600s (赤線)の応答変位を区分して示

している.主要動の 150sまではX方向， Y方向に大き

く変形しており，その後300sまでは主にX方向に卓越

して変形していることが確認できる.とれは入力地震動

のもつ振動特性と構造物との共振現象によるものであ

り， X方向への寄与率が高い新数的な応答が見られた

図-19にp2主塔最大ひずみ分布と主塔基部の塑性化範囲

を示す.P2主塔は基部で最大 2，641μの圧縮ひずみ(今

1.17今， SM570材)が発生しており，降伏応力の超過率

は比較的小さいものの，主塔基部の塑性化によって主塔

頂部には246mrnの残留変位(図田17の点α)が生じる結

果となった.また，図・19(b)に赤線で示しているように，

X方向に圧縮力を受ける方向の板の塑性化範囲が広いこ

とから， X方向と Y方向の応答の差異は3 主塔基部の塑

性化に起因するものと考えられる.P2主塔基部で最大ひ

ずみが発生した位置での応答ひずみ時刻歴波形および

応力一ひずみ履歴を図-20に示す.同図は引張領Ij(プラ

ス側)を青線，圧縮側(マイナス側)を赤線で表してお

り3 降伏ひずみの位置も合わせて示している.ここには

紙面の都合上， P2主塔の応答を示したが， P3主塔にお

いても同様の応答，損傷が見られた
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3.2節の津波伝播解析の結果から漂流物の衝突時刻は

109分後であるため，入力地震波の継続時間3∞秒間 (5

分間)の揺れの後，漂流物衝突時には構造は十分減表し

ていると考えられる.そこで地震応答解析の継続時間は，

地震による揺れが収まる時刻を事前角勃庁によって求め，

地震発生後 600秒間 (10分間)に設定した.

なお，本解析で使用したソフトには SeanFEMver.1.22 

を用いて，複合非線開斬を戴包したここに，幾何学

的非線形性は有限変位・微小ひずみ・有限回転 (U凶atl吋

L噂百1ge法)までを考慮する.また， 数値時間積分にお

いては，計算時間ステップ毎に収束計算を行い，各ステ

ッフ。で、収束していることを石信忍する.以後の解析におし

ても同じソフトを用いた.

(4) 地震応答解析

X方向， Y方向の地震波を同時入力した地震応答角科斤

を実施した.P2主塔頂部の応答変位時刻歴波形を図-17

に示す.P2主塔頂部ではX方向に最大 1.3]6 rn， Y方向
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(b)主塔右柱断面内の

塑性化範囲

P2 
~X 図・]9地震によるp2主塔の最大ひずみ分布と

主塔断面内の塑性化範囲 図-21 最終時刻の応答変位図 (6∞S，変形倍率 :50倍)

の2.53sにY方向(主塔面内方向)に最大変形0.178m 

が発生し，その後， P2主塔頂部，主桁中央， P3主塔頂

部へと波動伝播していることがわかる.また，主塔頂部

と主桁中央のY方向の時刻歴波形は固有周期 Ty (=3.27 

s)とほぼ同じ安定した自由振動をしており，衝突後の振

動特性を表現している.

図・24(a)に衝突位置で最大であった要素の応答ひずみ

時刻歴波形，図・24(b)に同位置での応力一ひずみ履歴図を

示す.同区l(b)挿絵の矢印は主塔の衝突位置を示し，・印

は応力一ひずみの抽出位置を示す.最大衝突力が入力さ

れた時刻直後に衝突位置では最大 3，55~μ の圧縮ひずみ

(今1.58ち"SM570材)が発生している.同様に，主塔

で最大応答ひずみが発生した基部の応答ひずみ時刻歴

波形と応力一ひずみ履歴図を図・25に示す.衝突位置で

最大応答ひずみが発生したほぼ同時刻で最大圧縮ひず

み8)9Qμ (今3.73eシ，SM570材)が発生し，引張側も 6，104μ

(今2刀今)のひずみが発生している.衝突時刻の大きな

塑性化の後に復元力はなく，圧縮側では約 5)84，μ (ξ

2.39今)，引張側で約3，333μ(王子1.48今)の残留ひずみが生

じる結果となった.

衝突解析

4.2節で求めた最大力波形凡紛(図・10)を， 52節の

地震応答解析による損傷を引き継いだ橋梁全体系モデ

ノレへ入力する動的弾塑性有限変倒斬を鶏包した

6. 

6. 1 地震による損傷を考慮した衝突解析の初期状態

解析モデ、ノレの初期応刀状態は， 5.2節の地震応答解析で

地震による揺れが十分減衰した地震応答解析の最終時

刻である 600秒後を用いた.そのときの変形図を図-2]

ζ示す.主塔基部の塑性化により P2， P3主塔が始終点

側に倒れる残留変形となっている.

6.2 衝突解析結果

衝突音倒立の直ひずみが最大D時刻のひずみコンタ一変

形図を主塔衝突部拡大図とともに図・22に示す.また，

衝突部(図-22の点α)，衝突側のP2主塔頂部(図-22の

点b)，主桁中央(図・22の点c)およびP3主塔頂部 (図

-22の点めの変位時刻歴波形を図・23に示す.この図よ

り，P2主塔頂部は最大衝突力が入力された2.23sの直後
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示も合わせて図-26に示す.矢印は衝突方向を示してい

る.縦リブ間隔で局所的に降伏応力付近のミーゼス応力

が発生しているものの，変形状態から局部劇菖の影響は

大きくないと判断できる.また，内部では縦リブの変形

とダイヤブラムが変形に抵抗してたわんでいる様子が

確認できる.

ここで， 4.2節の弾塑性FEMシェルモデルによるプッ 主塔基部および衝突位置での塑性化以外に損傷した

シュオーノ〈ー解析結果を用いて，衝突位置の最大変位時 部位はなかったことから落橋相当の被害には至らなし

刻の局所的な損傷状態を確認する.衝突解析における衝 と考えられるが，地震時の主塔基部の損傷の影響で，主

突位置の衝突方向最大変位は 140mmでp 図-9の荷重一 塔頂部に325mmもの残留変位(図-23(b)の点α)が生じ

変位曲線に合わせて示している.この図より，弾塑性.ていることから，種拶き後の供用性については懸念される

FEM シェノ~手析で、は僅かに非線形域に入った段階のよ 問題と考えられる.

うであり，そのときのミーゼ、ス応力コンター図を内部表
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図・26FEMシェノレのミーゼス応ガコンター図

(衝突位置の最大変位時刻の損傷状態)
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X-Direction (m) 

p2主塔頂部の2方向変位

-0.5 

-1.0 

-0.6 
大型漂流物衝突時の地震による構造物被害の影響に

関する一考察

7. 

対象橋梁に対して，津波による大型漂流物衝突前の地

震被害が，衝突による損傷評価へ与える影響について，

前論文の結果との比較を通して本検討に考察を加える.

衝矧軌Irにおける n主塔頂部のX方向応答変位時刻

歴波形の比較を図・27に示す.同図(の(赤線)が地震の

影響を考慮した本論文の結果であり，同図(b)(青線)庁

前論文の結果である.ここに，衝突時に主要な変形方向

であるY方向の応答変位時刻歴波形は前論文の結果とほ

ぼ同じで、あった縦軸は絶対変位を表しており，同図(a)

のO.Osに残留変位が持ち越されていることがわかる.最

大衝突カが入力された 2.23sの後に，地震の影響を考慮、

しない場合は正負交番の振動が見られるが， 一方，地震

の影響を考慮した場合は残留変形をした方向(マイナス

の方向)にさらに変形が進み，振動は見られない.P2主

塔頂部の2方向変位図を図・28に示す.0印は0.0sのと

きの開始点であり 3 ・印は最大衝突時刻を示している.

図・29にp2主塔の最大ひずみ分布の比較を示す.地震

による損傷を考慮した場合，漂流物が衝突したp2主塔

の最大ひずみ分布が変化している.地震で塑性化して主

塔基部に残留したひずみが，衝突力に助長されて大きく

なり，変形が主塔基部で吸収(ヒンジが形成)されるこ

とにより衝突位置の損傷は小さくなったと考えられる.
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衝刻字析におけるp2主塔の最大ひずみ分布

震動と津波の複合現象としてとらえ，震源J新層から対象

橋梁までの全体系における複合現象をシミ ュレーショ

ンする手法を提案し，橋梁に対して評価を行った.(図ー1)

衝突解析に用いる力波形は，著者らが文献 1)で提案し

た角卒析手法を用いて， Mw9.0の4連動地震を想定した津

波伝播解析から大型漂流物の流速と流向を算出し，衝突

位置の部分 FEMシェル要素を用いたフ。ツシュオーノ〈ー

解析によって被衝突部材が耐えうる最大漂流物質量を

図-29

まとめ

津波による大型漂流物が，地震による損傷を受けた長

大橋梁へ衝突したときの現象を，同一震源断層による地

8. 



設定して作成した(図・10). 

津波伝播解析で想定した波源モデルと同ーの震源断

層から，統計的グリーン関数法と岡IJ性マトリ ックス法を

重ね合わせるハイブリ ッド合成法によって広帯域の工

学基盤波を求め3 等価線形法(S比位くE)により地震応答解

析に用いる地表面の地震動を作成した入力地震動の加

速度応答スペク トルと対象橋梁の固有周期の重ね合わ

せから，対象橋梁は共振周期帯の下降j或に位置している

(図・16).そのため， 地震応答解析における対象橋梁の

損傷は，主塔基部で最大 l.17ち2程度と比較的小さい応答

で、あったものの，主塔頂部には246mmの残留変位が生

じる結果となった.

衝突解析では，主塔衝突位置で1.58ε)'> 主塔基部に

3.73ち，のひずみが発生したここで，解析モデルに用い

たファイバーモデ、ルは衝突位置における断面変形を伴

う座屈を表現することはできないため，衝突部位の部分

FEMシェノイ勃庁によって局所的な損傷状態についても

確認した(図-26). 

さらに，地震によって対象橋梁が受けた損傷が，大型

漂流物との衝突現象へ与える影響について，文献 1)の結

果と比較することで考察した地震によって主塔基部が

受けた比較的小さな損傷(最大圧縮ひずみ 1.17.今)で残

留したひずみが，衝突力によって助長され，主塔基部で

は地震の影響を考慮していない文献 1)よりも大きし

3.73εyの圧縮ひずみが生じた(図・29).それに起因して主

塔頂部の残留変位が大きくなる結果となり，地震による

損傷レベルが比較的小さいとしても) 2次的被害〈本検

討では漂流物の衝突)によってその被害の拡大化が懸念

される結果が得られた

今後の研究課題

本論文で取り扱った数値シミュレーションは偶発作

用におけるケーススタディ のひとつであり 3 大型船舶の

当該地域への入港頻度や確率の高い衝突部位の選定な

どのシナリオ設定については角財もていなし¥また，衝突

時の大型船舶と構造物の相互作用や衝突力の妥当性3 残

留変位が評価できる材料構成則といった解析的精度に

は向上の余地があると考えている.偶発作用を性能設計

へ反映するための構造物に対する要求性能や衝突後の

供用性に対する評価方法も含めた研究は今後の課題と

したい.
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